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日本と中国における旅行市場の形成過程  

一比較経済史の観点から－  

王  瑛   

兼備北見二戯后新米的戸並月中帝国的確訪並在不同的姪済体制下友展成役。二親  

后的日本姪済成功地完成了燐真帆段，進入高度成長期〕日本的液滴址也鮨着後済的恢麦  

得到了迅速友展。中国的液滴址最初是他力国家泉尾外交和灸済的補助手段之一起歩軋  

在娘役的一段吋期政治因素始終左右看虚飾址的炭展方向．防暑市場生済的健全和泉展，  

施勝地逐漸形成了在市場姪済渦帯下的一十戸地籍拘∪ 日中帝国的放浦此在各自不同的  

市場簸済体系的作用下，在毎十友展折段中，形成了具有各自不同特征的旅館市境。カ丁  

比較分析帝国施勝北的友展，本文八中日比較的角度来対施滴市場変化対干旅所地声生  

的影嫡逆行愴述。  

キーワード……インバウンド市場 国内旅行市場 アウトバウンド市場  

はじめに   

世界の国際観光客到着数シェアと国際観光収入シェアの面から見ると、1990年代に入ってか  

ら、観光地の中心はヨーロッパ・アメリカから、東アジア・太平洋側へと移りつつあるr∫r大声  

行時代」と吾われている現在は、経済・社会の変動により、観光産業の経済における役割が重  

視されつつある。「観光立国」は発展途上国だけのことではなく、先進国の日本も「世界に開か  

れた観光大国」を目指している。   

観光産業は、旅行業、運輸業、宿泊施設を中核的存在とするい旅客は出発地・目的地の間で、  

準備、移動、滞在という三つの行動を発生するが、旅行業は、この中の「準備」の役割を担っ  

ている．〕つまり旅行会杜は、移動する「アシ」と宿泊する「ヤド」を手配して、旅客の旅行活  

動を成立させる。旅行業とは、旅行会社が代理・媒介・取次ぎ等の業務を行うことによって、  

報酬を得る事業である。   

旅行業の旅行業務を分類してみると、外国人の入国旅行に関する業務（インバウンド業務）、  

国内旅行に関する業務、出国旅行に関する業務（アウトバウンド業務）という三つに分けられ  

る「－ その三つの業務に対応して、インバウンド市場、国内旅行市場、アウトバウンド市場の三  
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つの市場が存在する。この三つの市場の動向は、時代によって変化する。それにしたがって、  

旅行業務を行う主体である旅行会社は、組成の変革、旅行業務の組み方などを、この三つの市  

場の変化に対応しながら、変化させていく。   

旅行市場の動向変化によって、旅行会社の組織転換が行われる。筆者は、この視角から旅行  

藻展開の特徴を分析している。日本と中国は、外国人の入国観光を誘致することをきっかけと  

して、旅行業を発足させたことで共通している。   

日本の旅行業は、業務的にインバタンドを中心としての取次ぎから、普及しつつあった国内  

旅行の取壊、それからパッケージ商品を中心とするアウトバウンド業務へと、経済の浮き沈み  

を反映しながら展開してきた．っ   

中国の旅行業は、政治に主導される時期が長かったため、政治政策による影響が大きい。し  

たがって、旅行業は、国の外交、外貨獲得等の手段として発展してきたイメージが強い。「政治  

主導」の終焉とともに、社会主義市場経済を導入し、計画経済と市場経済の結合させてきた。  

市場経済が経済を主導するようになると、旅行業も市場の変化に対応して変化するようになり  

つつある。   

それとともに、中国旅行業は、「経済主導」の時期になるとともに、国のセクターとしての性  

質から独立し、一つの産業になってきた。インバケンド業務は、かつては国の直樟管理で行わ  

れていた⊃改革・開放するとともに、インバウンド市場と国内旅行市場が開放され、中国の旅  

行業が本格的に発展するようになった．）アクトバウンド市場の開始は、19SO年代のことである．，  

中国の旅行業の展開過程は、この三つの市場の性質の転換過程でもあるともいえよう。   

旅行会社の業務内容によって旅行市場が形成されていく面はあるけれども、基本的には、旅  

行市場の形成が、旅行会社の業務展開、及び旅行業全体の展開に影響を与える。したがって、  

旅行市場の変化を分析することは、旅行業展開の研究には重要な研究課題になる。旅行会社は、  

市場の変化に対応しながら、構成、組耗的な転換、業務の性質を変えていく。旅行業の展開の  

歴史をみるため、旅行市場と旅行会社の変動を見逃してはいけない。本稿は、日中両国の旅行  

業が出現から今までの発展を辿った軌跡を、旅行市場の動向変化の挽角で比較経済史的に分析  

する。  

1日本の旅行市場の変化   

日本の旅行業は、市場の需給変化に応じながら展開してきた。旅行市場の需給変化は、経済  

展開の時期と一致する特徴をもつ、本稿では、①誕生してから戦後復興期までの初期段階、②  

高度成長期における発展、③バブル景気下の繁栄期、④バブル経済崩壊後の不況期と、四つの  

時期に区分する。旅行市場の変化を各時期の動向変化に関連づけて分析する。  
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l－1誕生してから戟後復興期までの初期段階   

日本で旅行業が出現するのは、1905年に滋賀県草津駅前の食堂経営者（1949年に日本旅行会  

を設立した）、南進幼が国鉄の貸切臨時列車を使い、「善光寺参詣団」を組織して、参加者を集  

めたことが最初であるとされる∴旅行業は交通機関の活動とともに業務を発生し、r鉄道あるい  

は船舶が旅客を安全に移動することから旅行業がはじまった」1）といわれている。  

1893年のー春賀会」（ウェルカム・ソサエティー）の設立は、組織的に外国からの来客を誘  

致し、世界に日本を宣伝したが、旅行業務を行うわけではなかった。1905年の草津町での創業  

から、191ヱ年に「喜賓会」を改組した「ジャパン・ツーリスト・ビューロー」（ビューローと  

略称）の設立にかけての時期が、日本で旅行業が形成され始めた時期に当たる。「喜賓会」の設  

立は、国の政策に負うところが大きいt、   

大戦中は「不要不急の旅行自粛政策」が提唱されていたが、「戦後の復興に必要なそれらの資  

源を外国から買うために外貨獲得が国の主要な政策目標となり、国際観光はその有力な手段で  

あるとの認識が広まった」ユ）。表lにまとめた通り、国際観光ホテル整備法の制定など、1951  

年まで旅行関連法規が次々と制定され、行政の体制が整えられた．⊃  

表l戦後復興期の観光関係法規及び制度の整備  

194（i年  運輸省観光課設置、全日本観光連盟（地方観光機関の団体）設置   

1947年  観光事業審議会創設（総理府）   

1948年  運輸省観光部設置、観光事業審議会設置旅館業法、温泉業法制定   

1949年  国際観光ホテル整備法、国際観光事業の助成に関する法律制定、通訳案内業法制定   

1950年  外務省旅券発給、特別都市建設法制定   

1951年  衆親院運輸委員会観光ノj、委員会設麿   

1952年  旅行斡旋業法制定   

出所：佐藤（2003）、150貫のr部を引用、筆者が作成。  

この時期の旅行業は、基礎作りの時期である。旅行業はまだ一つの産業として位置付けられ  

ていないが、国際観光業務を発展させる意義が重視されるようになった。195ユ年に「旅行斡旋  

業津」が制定されたが、このことは、この時期の旅行業が、鉄道、船舶など運輸機関の切符の  

代理販売や旅館などの宿泊施設の予約を主な業務とする斡旋業であったことを示している。表  

2の内容から見ると、終戦から1950年代未にかけての15年間に、現在の大手旅行会社のJTB、  

近幾日本ツーリスト、日本旅行、東急観光等、航空会社の日本航空、全日本空輸等が続々と設  

立されている。戦後復興期に旅行業が、構造的に構築され、旅行市場も組織的に形成されるよ  

うになったとみてよい匂  
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表2 旅行業界関連年表（戦後～1950年代）  

旅  行  業   社 会 情 勢 等   

1945・財団法人日本交通公社がスタートする   1945・敗戦   

1946■修学旅行が再開された   1946・日本国憲法公布   

1947・近畿日本ツーリストの前身である日本ツーリストが   

設立される   

・パンアメリカン航空、NW航空、日本乗り入れ。定期   

客船横浜入港   

・日本交通公社、近畿日本鉄道、日本通運など7社がIATA   

の代理店となり、国際航空券販売が承認された   

1949－日本旅行が「日本旅行会」として設立される   

・優先外貨制度発足 日本人の海外旅行が認められる   

■国鉄がドッジプランにより、JTBが70％～SO％を占め   

る国鉄券の代売手教科を打ち切る   

195l・日本航空設立   1950・朝鮮戦争起こる   

1952・「旅行斡旋業法」制定される   1951・日米安保条約調印  

・日本ヘリコプター輸送（全日空の前身）が設立される   

1954・日本航空、初の国際線としてサンフランシスコ線就航   

1955・近親日本ツーリスト設立   

1956■東急観光設立   1956・日本国連加盟  

出所：米浪（1998）、79貫のデータの一部を引用し、筆者が作成。  

1－2 高度成長期における発展   

戦後の復興期まで、旅行業は外国人旅客を誘致する業務、つまりインバウンド業務が重視さ  

れた時期である。国民の海外旅行は1964年に海外渡航自由化されるまで、日本人の海外旅行は  

外交、公準出張、留学、学会・スポーツ大会への参加等に制限されていた。「観光」という認識  

が生まれたのは、国の基本政策の一つとする「観光基本法」が1963年に制定されてからである。  

同法によって、観光の使命が明示された。すなわち、ア）国際親善の増進、イ）国民経済の発  

展、ウ）国民生活の安定向上ユ）であるJ   

スミソニアン体制及び円変動相場制への移行があった1971年から1973年に押ナて、円高に  

伴う海外旅行費用の低廉化を背景として、表3のデータが示すように、日本人の海外旅行者数  

は毎年40％台以上の成長を維持し、1973年は、前年より過去最高の64．3％増を記録した。その  

うち、1971年の観光目的の旅行者数は前年より96．4％の伸び率を達成した。1973年10月の「第  

一次石油危機」による経済不況によって、1974年は海外旅行者数がはじめて1．2％にまで急減し、  
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観光目的の出国者数も2・7％の低い伸び率となった。石油危機以降、1978年にかけて経済が回復  

したが、これは①内需中心の景気回復、②企業収益の改善、③物価の安定、④国際収支の均衡  

化、⑤雇用情勢の改善という5つの特徴をもっていた4）。これをきっかけとして、197＄年4月  

に外貨持出はようやく無制限となった。旅行業は大きな転換を迎え、海外旅行という市場が開  

放されたといってよい。海外自由化された1964年から1979年まで、日本の海外旅行者数は16  

年間連続でプラス成長を持続した。19gO年はマイナス成長となったが、観光目的の出国者の比  

率は、依然としてgO％台以上持続した（表3）。  

表3 出国者の伸びと観光目的の比率  単位（人）  

年 度  出国者教（A）   伸び率   うち観光目的（B）   伸び率   （B）／（A）   

1969   492、S80   43．5％   251，760   68．5％   51．1％   

1970   633，4（i7   2臥5％   325．065   29．1％   5l．3％   

1971   9（il，135   51．7％   65S，489   96．4％   6（i，4％   

1972   1，392，045   44．8％   1，035，124   62．1％   74．4％   

1973   2，286，9（；6   64．3％   1，8柑，253   75．7％   79．5％   

1974   2，313，288   1．2％   1，S67，403   2．7   8仇7％   

1975   2，532．933   9．5％   2，084．398   11．6％   82．3％   

197（i   2，976．129   17．5％   2，489，24（；   19．4％   83．6％   

1977   3，198，178   7．5％   2．670，S62   7．3％   亀3．5％   

1978   3，674，111   14．9％   3，085，61（i   15．5％   84．0％   

1979   4，409，23l   20．0％   3，412，2g9   10．6   77，4％   

1980   3，895．201   △11．7％   3，217，819   △5．7％   82．6％  

注：沖縄渡航者（1971年以前）を除く。  

出所：日本交通公社社史樹纂塞（19g2）、‘03頁と792頁のデータを参考に筆者が作成したり   

1964年の東京オリンピックや1970年の大阪万博の開催で、外国人のインバケンドが継続的  

に増加し、それに平行して国内旅行もブームとなったワインバウンド市場、国内市場、アウト  

バウンド市場の成長とともに、この三つの市場に関する取扱額も増える一方となった。表4を  

見てみると、第一次石油危機後の1975年には、旅行会社が取扱ったインバウンド業務は154  

億6＄00万円となり、前年より40％の増加となっている。国内旅行業務、アウトバウンド業務も  

それぞれ19％、25％と増加した。第二次石油危機直後の1979年には、旅行会社が取扱ったイン  

バウン 

の二桁の増加率を示したtこ1983年の数字を見てみると、各市場の増加率は一桁の低い増加率に  

なっているけれども、それは1980年代に入ってから、個人旅行市場の発達、1970年代の旅行  
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ピークによるリピータの増加などの要素も考えられる。旅行会社による各旅行市場の取扱額を  

比べてみると、19亀3年は1975年よりユ倍以上増えたことが分かる。二度の石油危機を経験し  

たにも関わらず、この時期の日本の旅行業は、インバウンド市場、国内旅行市場、及びアウト  

バウンド市場が全面的に発展を続ける時期であった。  

表41975、1979、1983年旅行会社による各旅行市場の取扱額と増加率（単位：百万円）  

インバウンド   
前年比  前年比  

アウトバウンド   
前年比  

国内旅行  
増加率％  増加率％  増加率％   

1975   15，468   40．0   851，841   19．0   449，507   25．0   

1979   21，936   0．0   l，328，761   14．0   919，367   12．0   

lり§3   37，434   2．0   1，834．078   5．0   1，21j，柑3   7．0   

出所：皆川（1，88）、Eユー89頁のデータを参考に筆者が作成り  

1－3 バブル景気下の繋栄期の旅行市場   

第二次石油危機の影響で、経済成長は一時的に速度が弱まった。1980年代後半に入ると、経  

済成長が伸び、貿易黒字は1986年の101‘億ドル、1987年の940億ドルとなり、外貨準備高は  

19畠6年の583．9億ドルとなるものの、19S7年は年間で264．7億ドルも増加して、848．6億ドル  

に達したカ。貿易摩擦の解消、ドル減らしの→環として、運輸省は19名6年に、550万人の日本  

人海外旅行者数を向う5年間で二倍の1000万人台にする「海外旅行倍増計画（テン・ミリオン  

計画）」を実施し、そして1990年になると、海外旅行者数は既に1100万人を超えた。   

この時期の旅行活動の動向であるが、国内旅行市場は低い増加率でありながら、徐々に上昇  

している。アウトバウンド市場は、上記の背景の下で、大きな展開を遂げた。旅行の経験者、  

いわゆるリピータの増加、情報化社会の進展によって、旅行情報が容易に入手でき、そして、  

旅行形態の個性化、滞在型旅行へのシフト等の要因で、旅行業者の役割が減少しつつある状況  

となった。園1の国内宿泊観光旅行の旅行会社利用率をみてみると、1980年の20．2％から1992  

年になると、38．5％へと増えた。．旅行会社以外の運輸会社、宿泊施設による旅行代理店等の取扱  

比率はおよそ10％を占めている。増大する海外旅行は93％が旅行業を利用しているが、旅行業界  

全体の取扱額からみると、国内旅行市場の取扱額の割合が約50％を占めている句。   

この時期の旅行市場は、海外旅行が盛んになったことによるアウトパウンド市場の繁栄期に  

入ったことが特徴となっている。旅行はそもそも個人的な活動であったが、戦後復興期を経て、  

修学旅行、周遊旅行などの団体形勝が定着になってきた。1970年代に入り、自動車の普及とと  

もに、家族、友人グループのマイカー旅行が盛んになり、旅行形態は、団体旅行から個性的な  

個人旅行へと変化した。経済好況による法人旅行、ビジネス団体旅行などの需要が爆発し、パ  

ッケージ旅行商品による高利益が生じたt→ したがって、旅行業者にとっては、依然として収益  
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性の高い団体旅行が業務の中心となる。国内旅行市場の割合が高いことに関わらず、団体形態  

の多いアウトバウンド市場が、業者の重要な収入漁になった。この時期は、1990年代からアウ  

トバウンド業務を専業とする旅行業者が登場し、旅行業の構造に大きな変化をもたらした。  

図1日本の国内宿泊観光旅行の旅行会社専制用率の推移   
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一◆－旅行会社利用一●－みどりの森口ー■「一駅旅行センター…舛仙一切利用せず－づトーわからない  

出所：桜田（1994）、7害真のデータの一部を参照して筆者が作成した。  

1－4 バブル崩壊後の変貌期  

1990年代の後半に入る 

就職難等の社会問題も続々表面化した。1991年に湾岸戦争が勃発し、日本人海外旅行者教は第  

二次石油危機時の減少以来、11年ぶりに減少し、前年よりマイナス3．3％となった。1992年か  

ら「平成不況」乃の影響で国内旅行市場の旅行者数と消費総額が、両方マイナスの成長となっ  

た。アウトバウンド市場の旅行者数は、1．2％の増加となったが、消費額が1l・5％の歴年最大の  

減少を生じた。インバウンド市場の消費総額も、1991年から1995年までの5年間で連続減少  

となり、1996年、1997年の好調後、再びマイナス成長に戻った（表5）。  
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表5 旅行市場規模の推移  

年  1990  1991  1992  1993  1994  1995  1996  1997  199＄   

国内  

行  2．2  2．0  0．5  △l．0  1．3  △l．0  1、亀  0．7  △l．（  

場   

増加率（％）   6．7  6．  2、8  △3、7  △0．3  △2．7  2．2  l．9  △3．1   

アクト  10997  10634  1179l  11934  13579  15298  16695  16gO3  1580（  

バクン  13．8  △3．3  10．9  l．ヱ  13．  12．7  9．l  0．6  △5．〔  

ド市場   

増加率（％）   17．9  △9．ヱ  5．2  △ll．5  4．4  亀．0  14．る  △1．4  △8．（   

インバ  3236  3533  35g2  3410  34（5畠  3345  3837  4218  410（  

ウンド  14．l  9．ユ  l．4  △4．S  l．7  △3．5  14．  9．9  △ユ．つ  

場   52l  462  455  394  355  305  445  524  491  

増加率（％）   ユ0．5  △11．ユ  △l．5  △13．4  △9．9  △14．l  45．9  17．邑  △6．コ  

注：国内旅行は（財）日本交通公社の推計値である。海外旅行者数は法務省統計。  
インバタンド旅行者数はJNTOデータによるものである。  

出所：高橋一夫（ユ001）、1ユ0貫のデータの一部を参照し、筆者が計算、作成したn   

1990年代に入って、コンピュータの普及とともに、旅行要においてもコンピュータ化が急進  

展している。「従来から存在した団体版売、カウンター販売に加えて「メディア販売」が登場し  

た。」句インターネット、コンピュータの端末を利用するマルチメディアの販売手段等を使って、  

r第2ブランド」9）と呼ばれる低価格商品の販売が中心となった。不況下の企業の経費削減に  

伴う法人需要の低迷と格安航空券の流通の影響で、新興の旅行会社が登場した。海外旅行の格  

安航空券の販売で急成長した新興の旅行会社の高収益に対して、低価格競争の激化の影響で、  

店頭販売を中心とする伝統型の旅行会社の収益性はさらに悪化することとなった。1993年に主  

要15社の旅行会社の取扱額は対前年比3．2％減となった10）。表6の1993年から1998年にかけ  

て、旅行会社のシェアを見てみると、旅行市場全体の不況のなかで、旅行会社の取扱額も1994  

年と1996年以外に、全部マイナス成長となった。しかし、旅行市場における旅行会社のシェア  

は大まかに50％以上となることがわかったけ  

表6 旅行市場における旅行会社のシェア  

1993年  1994年  1995年  1996年  1997年  199各年   

旅行総消費額（10億円）（A）   17170  17285  17275  1錮10  18（542  1777l   

伸び率％   6．l   0．7  △0．l   6．6   l．3  △4．7   
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出所：高橋一夫（2001）、131貢、13ユ貫のデータの一郭を参照、筆者が計算、作成した。   

この時期は、国内旅行市場の不振、アウトバウンド市場の停滞となる一方、インバウンドを  

誘致する観光政策の登場が日立つ。インバウンド市場の振興を実現するため、観光政策の促進  

以外では、旅行業の業務的な調整と改善も期待される。  

2．中国の旅行市場の変化  

2－1旅行市場の時期区分   

中国の旅行業の時期区分については、三段階、四段階、六段階説等が挙げられる。三段階説  

の代表と．しては、蘇林（1996：92－93）が挙げられる。三段階というのは、ア）初歩的発展段  

階（1949年－1965年）、イ）停滞不振の段階（1966年－1977年）ク）全面的大発展の段階（1978  

年一現在）である。   

何光疇（1999：第一章（－）旅行業の解釈）の六段階税は、発展の軌跡によって、詳しく旅行  

業を区分している。まとめてみると、ア）新中国成立から197各年までの外事接待段階、イ）197g  

年から1980年までの近代中国観光業のスタート段階、ク）第6次五カ年計画期（1邦1年－1985  

年）：インバウンド旅行の基礎作りの段階、エ）第7次五カ年計画期（196g牢－1990年）：イン  

バケンド旅行の継続的発展と国内旅行のスタートの段階、オ）第S次五カ年計画期（1991年－  

1995年）：インバウンド旅行は比較的大きな発展を収め、園内旅行が急速に振興する段階、カ）  

第9次五カ年計画期（1996年－2000年）：産業基礎が充実され、21世紀における大発展のため  

に力を貯えていた段階である。   

蘇の三段階説は、旅行業を中国経済発展のテンポによって、区分したものである。新中国の  

成立から、文化大革命の開始までは、経済の調整、初歩的な時期となる。それから、文化大革  

命の開始、改革・開放するまでは、経済がほとんど停滞していた時期である。また改革・開放  

してから、今までは、経済が発展している時期という三段階説になるり 何の六段階説は、政策  

によるインバウンド市場の展開によって区分したものだと考えられる。三段階説にせよ、六段  

階説にせよ、中国の旅行業の展開は、政治政策の展開、調整による影響が非常に強いことを示  

している。   

これに対して、王攻（2005：160）は、酌稿で旅行業発展の時期を市場の展開過程に即して三  

っの時期に区分．した′－インバウンド市場、国内旅行市場、アウトバウンド市場の変動によって、  

旅行会社の業務展開、体制改革、組織転換を行ってきた。中国の旅行市場の形成は日本と異な  

って、「政治主導」、「経済主導」零の要素に影響され、独自の形成過程を示している。  
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日本と中国における旅行市場の形成過程（王）   

2－2 旅行市場の特徴   

中国の旅行業を研究する時期としては、新中国が成立してから現在までとなる。政治政策さこ  

よる影響が強いという特徴を持っているけれども、各時期における旅行市場の変化が旅行業♂  

展開を左右してきたと考えるべきである。日本の場合は、インバウンド市場、国内旅行市場、  

アウトバウンド市場の開始、発展する時期がほぼ同一になるが、中国の場合は、この三つの市  

場はずれて発展してきたことが日本と異なる。  

2－2－1インバウンド市場   

インバウンド市場は、中国政治、経済の展開に伴って、展開してきたといえるほど、政治と  

の関わりが深い。松村・辻本（1999：17）は中国のツーリズムに関する政策の展開を四つに父  

けた。すなわち、政治主導期（1949年～197g年）、政拍・経済並行期（1978年～1985年）、態  

済優先期（1986年～1991年）、経済主導期（1992年～1999年）である。「政治主導期」という  

のは、改革・開放するまでの時期である。この時期はインバウンド業務の比重が大きく、そ¢  

業務内容は、社会主義国家の間の訪問、接待のため、斡旋業が中心であった。   

松村・辻本の「政治・経済並行期」というのは、いわゆる改革・開放政策を実施しはじめる  

時期である。この時期のインバウンド市場は、「政治接待型」からー経済運営型」へと転換する  

時期だとよく指摘される。政策的な動きとしては、まず1978年に開かれた「全国旅蕃工作全乳  

で、「旅遊業を積極的に発展させ、穏便に前進すべきだ」11）という方針が打ち出された。   

管理組織的には、旅行業を管理する国家機関として、1964年7月「中国旅行遊発車美智理局」  

が設立され、1978年13月から「中国旅行遊覧事業管理線局」に改名され、さらに1982年8月  

に「国家旅遊局」と改名された（王攻ユ005：165）。それと同時に、社会的に旅行業に関する認  

耗が変わり、政治を中心とする活動から、利益を得る一つの産業へと重要な転換も行われた。  

したがって、この時期のインバウンドは、世界各国との交流、宣伝の上に、外貨獲得という使  

命を負いながら、旅行業が産業として形成されはじめた。  

19＄0年代後半から中国の国内旅行市場が本格的に動きは 

国目的地として、香港、マカオ専の地域に限られ、目的も親戚筋間や帰省旅行しか認められな  

かったため、まだ旅行市場の規模にならなかった。この時期のインバウンド市場は、国際赤字  

の解消、外貨獲得そして外資の導入等の役割を強めていった。特に1992年の郡小平の「南巡講  

話」を契機に、改革・開放政策が加速され、外資を導入し、旅行業を国際化する勢いがさらに  

強まった。  

1990年代にはいって、経済の発展と共に、国民のレジャー活動の主な部分として、国内旅行  

が急速に成長した。海外旅行の目的国も1994年以降徐々に開放され、インバウンド、国内旅行、  

そしてアウト／ヾウンドという三つの市場が全面的に発展するようになった。表7の推移をみる  

と、1980年代後半から、外国人旅客数は安定した二桁の増加率が続いていたが、19S9年の「天  
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安門事件」の影響で、旅客数は3・39％減となった．〕外4削又入も1989年のマイナス以外は、高い  

増加率を示した。  

表7 外国人旅客数及びインバウンドによる外貨収入の推移と増加率（1978年一1999年）  

一泊以上の外国人旅客数  インバウンドによる外貨収入  
年 次  

合計（万人）   前年より増加率摘）   合計（億ドル）   前年より増加率（％）   

197g   7l．60  2．63  

1979   152．90   l13．55   4．49   70．72   

1980   350．00   12S．91   6．17   37．42   

198l   376．70   7．6）   7．＄5   27．23   

19S2   392．40   4．17   8．43   7．39   

19亀3   379．10   △3．39   9．4l   1l．63   

1984   514．10   35．61   11．31   20．19   

1985   713．30   3臥75   12．50   10．52   

1986   900．10   26．19   15．3l   22．48   

1987   1076．00   19．54   18．60   21，48   

け8g   】246．40   15．g4   22，47   20．8l   

1989   936．10   △ヱ4．90   l＄，60   △17．26   

1990   1048．40   12，00   22．18   19．20   

199l   1246．40   18．89   2富．45   2g．30   

1992   165l．ヱ0   32．48   39．47   3g．70   

1993   189呈．20   14．96   46．呈3   18．65   

1994   2107．00   11．00   73，23   ●   

1995   ヱ003．40   △4．92   さ7．33   19．ユ5   

199（i   227（i．50   13．63   102．00   16．80   

1997   2377．00   4．41   120．74   1S．37   

199g   2507．ユ9   5．48   126．02   4．37   

1999   2704，66   7．87   140．99   1l，名S  

＊ 中国の外貨管理体制の変化とともに、1994年国際観光外貨収入の統計方法も改革された。  

したがって、1タ94年の収入は前年との増加率が計算できない。  

出所：中国圏蒙旅遊局縞（2000）、ユ1貫のデータの一部を使って、褒者が作成した。   

王攻（2005‥166）で分析した通り、中国旅行業は、1978年まで、一つの産業として存在し  

ていなかった。インバウンドに関連する業務は、中国国際旅行社一社独占の状況が続いていた。  
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1978年から19貼年頃にかけて、イン／くウンド市場の取扱は、中国国際旅行社、中国旅行社、  

中国青年旅行社三社に増加した。19＄7年からインバウンド業務を取扱うことができる一類社12）  

が、徐々に増えるようになっているが、その中にはこの3社の支社、分社の数は少なくない⊃   

表gの入国旅行者の内訳の比率からみると、華僑を入れて、香港・マカオ・台湾同胞の入国  

者数は、それ以外の外国人をはるかに上回っている。1978年から19g4年にかけて、華僑の入  

国者数は安定した増加率となっていた。19S4年に親戚筋間、帰省旅行が認められた影響で、香  

港－マカオ・台湾からの入国者数は300万人余りも増加し、華僑の1985年の入国者数は1984  

年より約2倍増加した。1992年の郡′ト平の「南巡講話」を契機にして、中国の対外開放が促進  

され、外国人の入国旅行者数は約1300万人増加し、総数における比率も197亀年以来はじめて  

の二桁を示した。アウトバウンド市場を分析すると、中国国民の海外旅行の一つの重要な特徴  

として、親族訪問という形態がある。アウトパウンド市場だけではなく、主に東南アジアに広  

がっている華僑、香港・マカオ▲台湾同胞の入国観光活動が中国のインバウンド事業にも大き  

な貢献を果たしたと考えられる。  

表g197各年－1995年訪中旅行者の内訳による旅行者数と比率の推移 単位（人）  

年   外国人（比率）   香港・マカオ・台湾同胞（比率）  華僑（比率）   総 計   

197g   229，600（12．7％）   1フ561，500（86．3％）  18，100（1．0％）   l，809，200   

1979   362，389（臥6％）   3，S20，602（90．9％）  20，910（0．5％）   4，203，901   

1980   529，124（9j％）   5，138，卵9（90．1％）  34，413（0．6％）   5，702，530   

1981   675，153（8．7％）   7，053，Og7（90．S‘沌）  38，85（S（0．5％）   7，767，09（；   

19S2   764，497（9．7％）   7，117，019（89．8％）  42，745（0・5％）   7，924，261   

19g3   872，511（9．2％）   8，564，142（90．4％）  40，352（0．4％）   9，477，005   

1984  1，134，267（8．8％）   12，S52，185   

1985   l，370，462（7．7％）   16，377，80S（91．8％）  糾，827（0．5％）  17，833，097   

1986   l，482，276（6．5％）   21，269，041（粥．2％）  6名，133（0．3％）   22，819，450   

1987   1，727，821（6．4％）   25，087，415（93．ユ％）  87，031（0．3％）  26，902，267   

19壬iS   1，842，206（5．g％）   29，773，250（93．9％）   79，348（0．3％）  31，694，gO4   

1989   l，4（札970（6．0％）   22，971，鋸ほ（93．7％）  6g，556（0・3％）  24，501、394   

1990   1，747，315（6．4％）   25，623，416（93．3％）   91，090（0．3％）   27，46l，821   

1991   2，710，103（g．1％）   30，506，231（91．5％）  133，427（0．4％）  33，349，7（；l   

1992  4，006，427（10．5％）   33，943，441（各9．1％）  165，077（0．4％）   38，114，945   

1993  4，655，857（ll．2％）   36，704，904（S8．4％）  166，182（0．4％）  41，526，943   

1994  5，182，060（1l．9％）   38，387，151（87．島％）  115，245（0．3％）  43，684，456   

1995   5．，g86，716（12．7）   40，38叩77（g7．1％）  115，81S（0．2％）  46、3＄6，5‖   

注1：各比率は、総計数に対する比率となる．．  

注2：19名7年に台湾同胞の来訪が認められるまでの統計数字はなかった。  
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出所：中国旅肪網h叩‥仙ww・Cnta・COm・Cn／ton由iban仙2005′1・htm（最終アクセス日2006年4月13日）  

を参考にし、輩者が計算、作成した。  

2－2－2 国内旅行市場  

「政治主導期」において、国民による国内旅行は、ブルジョア的なライフスタイルだと見ら  

れていたため、禁止されていた【，改革・開放後、経済を優先的に発展させる方針を実施し、旅  

行業は外貨獲得のためにインバウンド市場を一方的に発展させた。1タフ0年代兼から1980年代  

前半にかけて、国内旅行というのは 、「採親休暇」13）、出張、会議などの移動に限られていた。  

それらの移動を行いながら、ついでに旅行に行ったり、公費の団体旅行を行ったりする場合が  

多かった．．旅行を目的にする個人の旅行者が極めて少なかったため、1980年の前半まで、中国  

の国内旅行市場は成り立っていなかったと考えられる。  

19gl年10月10日に、国務院は『関干加強旅遊工作的決定』を公布した。国内観光に必要な  

インフラ設備が、他の先進国と比べると、大きく立ち遅れているため、インバウンド市場を優  

先にし、国内旅行を控えめに行うことを表明した14）。1980年代後半から徐ノりこ国内旅行が行わ  

れたが、本格的に盛んになるのは、1990年代に入ってからである。表8のデータからみると、  

1986年から1992年にかけて、国内旅行者数は伸び悩んでいる。1993年11月 r国家旅遊局」は  

『関干積極発展国内旅適業意見』を公布した。これを契機に、国内旅行を明確に発展させる方  

針が決められた。   

日本にせよ中国にせよ、国内旅行は収益性が低いという問題を抱えている。19S5年の国内旅  

行一人あたりの消費額は3j元（日本円で約500円）であったが、19銅年になると、国内旅行  

者数の急増とともに、消費額が19S5年の約6倍の195元となり、国内旅行の収入も1985年の  

12、8倍の1024債元となった（表9）。   

国内旅行は、インバウンドより随分遅れている現状となっているが、1990年代に入ってから、  

国内旅行に対する規制後和が行われ、「就業機会の拡大」、「地域経済を繁栄させるj手段として、  

国内旅行市場が拡大しつつある〔．市場経済の導入で、中国経済は、政府の政策的なコントロー  

ルと市場経済を結合しながら、社会主義的市場経済の体制を形成してきた▲｝1993年国内旅行は  

国内総生産に占める割合は2．49％となったものの、1999年になると、3．46％に増加した（表9）。  

中国の旅行市場は、インバウンド市場だけ強調した時代から、イン バウンド市場と国内旅行市  

場を同時に発展させるようになった。  
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表9 中国国内旅行の推移（1984年－1999年）  

国内旅行者数  国内旅行収入  国内旅行一人当た  GDP   GDPに占める  
年 次  

（百万人）   （億元）   り消費 （元）   （億元）  割合（射   

1984   200  

1985   240   80   33   8964   0．＄9   

1986   270   106   39   10202   l．04   

19S7   290   140   4S   l1963   1．17   

19島名   300   187   62   14928   1．25  

19S9   240   150   63   16909   0．89；   
1990   280   170   6l   1邑548   0．92   

1991   300   200   67   21618   0．93   

1992   330   250   76   26638   0．94   

1993   360   500   139   34634   2．49   

1994   524   1024   195   4（；759   2．19   

1995   629   1376   219   5g47§   2．35   

199（5   640   l（；3＄   25（i   67各島5   2．4l   

1997   644   2113   328・  74463   2．84   

199g   694   2391   345   78345   3．05   

1999   719   2S3   394   81911   3．4（S   

出所：1984－199耳年のデータは、松村斎久・辻本雅紀（1，99）、24貫より、1タタ9年のデータは、日本  

交通公社社史謂茶室（1粥2）の633貢を引用した。「ODP」と「ODPに占める割合」のデータは、  

王文亮（2001）、204頁の→部のデータを引用した。  

2－2－3 アウトバウンド市場   

第二次世界大戦後の復興を果たした日本は、1960年代に入って、経済の高度成長とともに、  

国民の海外渡航を自由化させた。中国国民の海外旅行は、前述したように、19S4年に香港、マ  

カオへの親戚訪問、帰省が開放されたが、国民の海外旅行はまだ自由にできない状態であった。   

アウトバクンド市場は、目的地によって、香港・マカオ、辺境国、他の国・地域と大きく三  

つの市毒削こ分けられる。香港・マカオは、中国の内陸地域と分離（香港は1997年まで、マカオ  

は1999年まで）されていたが、観光より親戚訪問やビジネス関係の活動が主であった。香港・  

マカオが返還され、出入りの制限が緩和されるとともに、観光地として中国の国民に割合と利  

用されやすくなった。   

辺境国への出入りは、貿易関係が主な目的であった．）具体的な地域としては、ロシア、モン  
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ゴル、北朝鮮、カザフスタン、ベトナム、ラオス、ミャンマー等が含まれている。辺境周の旅  

行管理は、地方行政機関が行っている。1992年に「隣接諸国との間でビザの相互免除」などを  

規定する協定が締結され、辺境旅行が行政的に認可されるようになった。辺境旅行は、比較的  

に安くて、手続きも地方機関で簡単にできるため、海外旅行の初歩段階で人気を呼んだ。   

上記の二つの国・地域以外の海外市場は、1990年のタイ、シンガポール、マレーシア三国の  

親戚訪問1月が認められてから、1997年3月に中国政府は、中国国民の自費海外旅行の管理を強  

化し、『中国公民自費出国旅道管理暫定方法』を公布し、中国国民の海外旅行を正式に認めるよ  

うになった。それをきっかけに、オーストラリア、ニュージーランド 、日本、韓国等が自費出  

国観光の渡航先として認可された．。今までに自費出国観光の渡航先として認可された国は、上  

記の東南アジアの4ケ国、オーストラリア、ニュージーランド、韓国、日本を合わせてSケ国  

のみであるが、辺境国への出国は、それ以外のもう一つの自費出国の形であるといってよい．。   

国民による海外旅行者数は、国家旅選局がその総量をコントロールしているl占）が、「椚、0の発  

表によれば、1996年に中国から、タイに45．6万人、日本に24．ヱ万人、シンガポールに22．7  

万人、マレーシアに13．6万人、フィリピンにl．6万人、ベトナムに37．8万人、韓国に20．0  

万人、インドネシアに3．2万人、カンボジアに1．4万人、ラオスに1．7万人、ニュージーラン  

ドにl．4万人の中国人観光者が訪れている」叩と急増している。   

表11の数字によると、1997年に中国人の旅行を目的に出国した人数は、530万人余りとなり、  

総人口に対する比率は0．4％であった。同じアジア太平洋地域の日本の12．甥、シンガポールの  

粥．2％、およびドイツ、アメリカなどの観光出国率と比べると、かなり低いレベルにあることが  

分かる。  

表10 アジア太平洋・その他の観光出国率の国際比較 単位（％）  

アジア太平洋  その他   

国・地域  日 本  中 国  シンガポール  香港  台湾  オーストラリア  韓国  インドネシア  ドイツ  アメリカ   

出国率  12．5  0．4  98．2  59．5  28．7   16   10   0．9   89．7  19．7  

資料説明：日本はi9タg年、アメリカは1タタ6年、インドネシア、ドイツはlタ95年、その以外はlタ97  

年の統計データを使用。  
出所：王文亮（2001）、15‘貫のデータを参照して筆者が作成した。  

中国のアウトバウンド市場の初期的な特徴の一つとして、政府関係の視察団などによる公用  

旅行が国の出費を大きく増大させる点がよく指摘された。内藤（1998：44）は、海外旅行のは  

じまりは、親族坊間である点で、r東南アジアを中心に広がる華人の人脈はこうした旅行を下支  

えするものとして重要である」とこれは中国のアウトバウンド市場の初期的な特徴であると主  

張した。さらに「これまで親族訪問は華人網の広がりとあいまって最も重要なアジア観光の要  

素のひとつであっただけに、今後の動向が注目される」と評価した。   

中国のアウト′くウンド市場は、完全に開放されていないが、中国は膨大な人口を有し、経済  
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的に急速な伸び率を示しているなか、アウトバウンド市場の増大が世界に期待されている。ノ  

ンバウンド市場を優位的に発展させ、国内旅行の振興に続き、世界向けのアウトバウンド市ち  

の成長が著しくなっている。  

結びにかえて   

本稿は、日中旅行業の比較研究の一部となっている。筆者は日本と中国の旅行業の展開をと  

較的に分析するため、まず両国の旅行市場の動向変化について比較することにした。   

旅行市場をインバウンド市場、国内旅行市場、アウトバウンド市場に分けると、旅行業の展  

開はこの三つの市場の動向にしたがって、変化してきた。三つの市場の動向が変動する時期は、  

旅行業展開の時期に一致するところがあると考えられる。   

本稿の分析をまとめてみると、インバウンド市場、国内旅行市場、アウトバウンド市場の邦  

成と動向変化は、日本の場合は、四つの時期に分けられ、すなわち誕生から戦後復興期まで¢  

初期段階、高度成長期における発展、バブル景気下の繁栄期、及びバブル崩壊後の変貌期で慶  

る。初期段階における日本の旅行業は、インバウンド市場を優位的に発展させつつ、出国制郎  

などのためにアウトバウンド市場は制限された。経済が成功裡に復興され、高度成長期に迎太  

る発展する時期の旅行業は、インバウンド市場の促進とともに、アウトバウンド市場に対すそ  

制限が緩和され、盛んになりつつある国内旅行、海外旅行も国民のレジャー生活に定着するよ  

うになった。   

高度成長からバブル景気にかけて、旅行業はパッケージツアーを主とする「商品化した時代＿  

に入った．ユ 旅行商品の開発はこの時代の特徴であり、収益性が高いことから、旅行市場ではア  

ウトパウンド市場が急増した。この変化によって旅行業の構造的な変化が起き、海外旅行業務  

を専業する旅行会社が続々登場した。バブル崩壊後の不況の影響で、旅行業を含め、観光業全  

体は不振の状況に陥った。この時期の旅行市場は、アジア太平洋地域の発展途上国の発展とと  

もに、それらの国・地域への膨大なアウトバウンド市場を狙い、かつ日本のインバウンド市場  

を再び強めて発展させる勢いを見せている。   

中国の旅行業は、出現から展開まで、政治政策に強く影響されている性格を有している．⊃ そ  

して旅行市場は、計画経済から市場経済へと中国の経済メカニズムの移行とともに展開してき  

たため、その特徴は、「政治主導」から「経済主導」へと経済発展の特徴と一致した。したがっ  

て、中国の旅行市場の形成は、政治政儒の実施、市場経済の普及に関わっているといってよい。   

中国のインバウンド市場は、最初から今まで政策的に重視されつつある。その上に、国内市  

場、アウトパウンド市場が、政策的に開放され、発展されるようになってきた。旅行市場は、  

政治政策の影響が強い性格を持ちながら、計画経済から社会主義的市場経済への経済体制の移  

行による影響も受けつつある。それを明らかにするため、各時期の代表的な政策■捷規の内容  
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を取り上げた0経済体制の移行にしたがって、中国の旅行市場は、市軌こ合わせながら形成さ  

れてきた。   

以上を踏まえて、先進国としての日本と発展途上国としての中国は、違う国の情勢の下で、  

形成された旅行市場は、共通している部分をもちながら、相違する部分があることも明らかで  

ある。インバケンド市場を優位に発展させる時期では、日中の旅行業は同じく外交的、経済的  

な必要性を観光の目的より優先させる性質を示した。旅行業に対する影響の面から見ると、日  

本で海外渡航自由化されてからの動向変化は、旅行業の展開を導いていることがいえよう。中  

国の場合は、政治主導期における旅行兼の展開は、かえって旅行市場の形成に影響している特  

徴がある，経済主導期に入った中国は、旅行市場の動向変化にしたがって旅行業を調整してい  

く姿勢を見せている。   

日本は世界中でも物価が高いという現実があるために、外国人の来日旅行は活発になり難い  

といわれているが、観光に対する宣伝、PRが足りないという指摘も聞こえる。日本政府は、イ  

ンバウンド市場とアウトバウンド市場のアンバランスの改善が、日本旅行市場の改善策になる  

と考えている。他方、中国は経済の高度成長とともに、国民の海外旅行のニーズを抑えること  

が困灘となろう。政府のコントロール下にあるアウトバウンド市場を世界に開放することが期  

待されている。  

＜注＞  

1）日本国際観光学会（2005）、3頁によるり  

2）佐藤哲哉（2003）、14g貢による。  

3）池上俊雄（2000）、200貫を参照。  

4）昭和54年年次経済報告、昭和54年冨月10日   

http：ノ／wp．cao．go．jp血nbun几eiz8i／wp」亡79／wp小79－01101．hlm傭bl．1．1．1（最終アクセス日2006年4月20日）   

を参照．  

5）昭和63年年次経済報告、昭和63年g月5日   

hllp‥／／wp．cao．go．jp／z¢鵬un／keizユi／wpJe8葛／w両eg写一SOO27．hlm肋al．ユ．l．4 （最終アクセス日200古年4月20   

日）を参照。  

6）桜田兼（19，4）、帥貢のデータを参照。  

7）19卯年3月から1，93年10月にかける】  

8）米浪惜男（1夕9さ）．73貢による。  

9）日本交通公社（JTB）の「パレット」などに使われているu  

lO）梅田春美（け93）、35貢を参照。  
11）王文亮（2001）、lE貫を参婦。  

12）19S5年の「旅行社管理暫定条例」によると、旅行社は、対外連絡と入国外国人旅客のアテンドを行う   

一類社、その下請け業務を行う二類社、国民の国内旅行を行う三類社に分類されている。  
13）「探親休暇」というのは、結婚していない人は、実家以外の場所で働く場合、毎年一定の有給休暇が   

取られる。結婚している人は、配偶者と一緒に生活していないなら、毎年有給休暇が取られる。結婚し   
ているしかも配桝者と一緒に生活している人は、4年一回の帰省休暇が取られることである。  

14）王文禿（2001）、ユOl頁を参照。  

15）国家旅避局は1990年10月に、国務院の許可を得て、「関干組織我国公民赴東南亜旅遊的暫定管理方法」   
を実施し、この三国に在住している親戚、友人が保証金を支払うことを前裾として、個人の親戚訪問、   
旅行活動が認められるn1992年7月にフィリピンも解禁された。  

16）国家旅遊局と公安部の共同制定で、国務院が許可した「中国国民自費出国旅道管理暫行方法」を公布  
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し、1997年7月1日から実施した。  

17）松村鼻久・辻本雄紀（1999）、2‘貢のデータを引鳳ユ  
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